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資 料

（地方税における法人課税のあり方について）

平成27年７月31日

横浜市財政局

資料１



１諮問事項

横浜市の政策目標の実現に向けた課税自主権の活用上の諸課題等につ
いて意見を求めます。

２趣旨

本市では、これまで「横浜みどり税」や「横浜市企業立地等促進特定地域
における支援措置に関する条例」を初めとする、政策目標の実現に向けた
課税自主権の活用を行ってきているところです。

一方、平成26 年度税制改正大綱では、「地方・地域の元気なくして国の元

気はない」という考え方の下、魅力あふれる地域を作ることができるよう、地
方分権を推進し、その基盤となる地方税の確保に努めることとされています
。また、更なる法人住民税の一部国税化や実効税率の引き下げなど、現在
国において税制改正の議論がされています。

このため、本市としては、こうした国の動きも踏まえ、課税自主権の活用上
の考え方などについて、意見を求めるものです。
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第２期横浜市税制調査会の諮問事項
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地方法人課税の論点（案）

〇 地方税における法人課税のあり方

（１） 直近の税制改正における法人税改革の内容

（２） 税源の偏在と自治体間の格差

（３） 大都市に特有の税収・税源と財政需要

（４） 法人課税の地方税としての適性

〇 地方財政調整の変容（交付税から「水平調整」へ）



3

地方法人課税の論点（案）

〇 地方税における法人課税のあり方について

（１） 直近の税制改正における法人税改革の内容

＊ 法人住民税の一部の国税化と、地方交付税の財源化をどのように評価するか？

（道府県に関する地方法人特別税の法人事業税への復元との「見合い」との説明）

・ これは課税自主権の圧縮、国への税源の逆移譲として批判すべきではないのか？

・ これは法人課税の「共同税化」と言えるか？もしもそうであるなら、どう評価すべきか？

＊ 法人実効税率の引下げをどう評価するか？

（法人税率引下げ、法人事業税の外形標準課税の拡大、課税ベースの拡大）

・ 経済浮揚策としての法人税減税をどのように評価すべきか？

・ 国の経済政策を地方自治体は無条件に受け入れねばならないのか？

・ 自治体財政に影響を与える政策を国が一方的に決めるのはあまりに集権的に過ぎるのではないか？

国政の決定に地方が影響力を及ぼせるシステムを作るべきではないか？

・ 欧州諸国のように、自治体財政に対する国の政策の悪影響は全額国が補てんすべきではないのか？

・ 国際競争力のために法人実効税率の引下げが必要なのであれば国税で行うべきではないのか？



4

地方法人課税の論点（案）

〇 地方税における法人課税のあり方について

（２） 税源の偏在と自治体間の格差

＊ 国の言う「偏在」は本当に解消されるべき問題点なのか？

・ 税源の偏在自体が問題なのか？それとも財源不足の自治体が生じることが問題なのか？

後者であれば、それは地方財政調整の問題なのではないのか？

＊ 税源の偏在は程度に応じて問題になるのか？どの程度偏在すると問題になるのか？

・ 偏在にはこれ以上許されない限界があるのか？あるとすれば何を基準に判断するのか？

・ 税源の偏在だけをみて限界を判断するのは誤りではないのか？

財政需要の相違を無視して税源の相違だけ問題視するのは間違いではないか？

（３） 大都市に特有の税収・税源と財政需要

＊ 大都市には他の市町村よりも大きな特有の財政需要がある以上、税収と税源が大都市に偏るのは

当然のことであって、問題にされるべきではないのではないか？

＊ 大都市には他の市町村に存在しない税源があると同時に大都市特有の財政需要が存在する以上、

大都市には新税の創設を含む特別な課税をより広範に認めるべきではないか？
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地方法人課税の論点（案）

〇 地方税における法人課税のあり方について

（４） 法人課税の地方税としての適性

＊ 法人課税は地方税としての相応しくなく、適格性を欠くのか？

・ 法人課税の偏在性と景気感応性が高いことを理由に地方税として相応しくないと主張するのは誇張

であり、極論ではないのか？

＊ 自治体の行政と法人の事業活動とを繋ぐ唯一の「連絡手段」である地方の法人課税をなくしてしまうと、

法人は単純に環境を汚染する迷惑施設になってしまい、自治体が法人の立地を拒むケースも多発する

のではないか？

＊ 地方の法人課税をなくすと、各自治体が現状では大きな予算を割いている法人向け（法人の従業員を

含む）の行政サービスを縮減・廃止するのが当然のこととなるのではないか？

＊ 地方税としての法人課税がなければ、各自治体が地域活性化に努力するインセンティブは失われてし

まうのではないか？ 失われた結果として、経済政策も地域活性化もすべては国の政策頼りという、

まさに集権国家になるのではないか？

＊ 地方税としての法人課税がなければ、経済成長からの「果実」はまったく自治体に入らない、つまり換言

すれば、経済成長に伴う増収はすべて国の懐に入ることになり、地方の自主性は大きく弱体化するので

はないか？
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地方法人課税の論点（案）

〇地方財政調整の変容（交付税から「水平調整」へ）



資 料

（地方税における法人課税のあり方について）

【別紙】

平成27年７月31日

横浜市財政局

資料１別紙
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平成24年８月の税制抜本改革法において、「地方消費税の充
実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すこと」とされました。

参考）社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費

税法の一部を改正する等の法律（抄）[平成24年８月]
第７条

５ 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。

ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方

を見直すことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際に

は、国と地方の税制全体を通じて幅広く検討する。

法人住民税の一部国税化の経過①
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消費税率（国・地方）８％段階において、地域間の税源の偏在
性を是正し、財政力格差の縮小を図るため、法人住民税法人税
割の一部を国税化し、地方交付税原資化。

〇法人住民税法人税割の税率の改正 ［ ］：制限税率

道府県民税： 5.0％［ 6.0％］ → 3.2％ ［ 4.2％］ （▲1.8％）

市町村民税： 12.3％［14.7％］ → 9.7％ ［12.1％］ （▲2.6％）

〇地方法人税の創設

法人税額を課税標準とし、税率は4.4％（法人住民税の税率引下げ分相当）。

消費税率（国・地方）10％段階においては、法人住民税法人税
割の交付税原資化をさらに進める。また、地方法人特別税・譲与
税を廃止するとともに現行制度の意義や効果を踏まえて他の偏
在是正措置を講ずるなど、関係する制度について幅広く検討。

（出典：平成26年度与党税制改正大綱）

法人住民税の一部国税化の経過②
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法人市民税の一部国税化 地方法人特別税・譲与税
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2.3兆円

1.7兆円 0.6兆円① 3.1兆円 1.2兆円②

復元

・ 国ベース

地方法人特別税（国税）の減少額・・・
▲0.6兆円 ①

※法人事業税（県税）の復元額と同

地方法人特別税（国税）の残存額・・・1.2
兆円 ②
・ 地方ベース

法人住民税の一部国税化（地方法人税）の
額・・・0.6兆円 ③

法人住民税の一部国税化は、法人事業税の一部復元と同規模で行われた。

▲0.6兆円③

26年度税制改正による地方法人課税見直しのスキーム
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法人実効税率の引き下げについての経過
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法人税率について
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法人実効税率の経過
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実効税率引き下げに伴う代替財源
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法人事業税の外形標準課税の拡大
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